
STEP2「地盤安心住宅®システム」の深化② 
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一般社団法人地盤安心住宅整備支援機構が定義する「地盤安心住宅®」を広く施主に浸透させることにより、当社の
サービスを利用する住宅会社の営業をサポート。また、「地盤安心住宅®」ブランドの販促ツールを提供することで、住宅
会社を囲い込み、他社への流出を防止する。 

地盤安心住宅®の浸透・啓蒙活動 

施主 

＜工務店のWEBサイト＞ ＜工務店のちらし＞ ＜住宅雑誌＞ ＜住宅関連WEB＞ ＜店頭ポスター＞ ＜完成見学会＞ 

＜シール・プレート＞ 

品質証明書（工務店用）と 

地盤鑑定書[仮称]（施主用）をセットに。 

工務店から施主に渡してもらう。 

様々な媒体で 

「地盤安心住宅」に接触 

家の引渡を受ける時には 

＜地盤鑑定書（仮称）＞ 
（仮称） 



STEP3 新商品「地盤インスペクター®」の深化① 
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地盤改良工事検査の流れ 

⑦「地盤改良工事検査済証」の発行 



STEP3 新商品「地盤インスペクター®」の深化② 
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改良工事ドットコムにより、地盤改良工事を手配した物件など、対策工事を行った地盤に対する地盤品質証明書の発行
を拡大。工事品質を確保するため、地盤インスペクター®による工事検査を実施。地盤インスペクター®による検査が完
了した物件には、「地盤改良工事検査済証」を発行。 

地盤改良工事完了後の補償を拡大 

プロによる第三者チェック（現場検査） 1 

「地盤改良工事検査済証」の発行 2 

最高5,000万円・10年間の補償 3 

住宅地盤の専門家である「地盤インスペクター®」が、地盤改良工事の現場に

訪問し、欠陥工事の恐れはないかチェックをし、適切な改良工事が行われる

ように指導・助言を行う。 

検査を行った物件に「地盤改良工事検査済証」を発行。対策工事が適切に

行われた土地であることが証明でき、施主にも安心感を与えられる。 

地盤改良工事検査済証と一緒にお引渡し日より10年間・最高5,000万円まで

賠償対応する「地盤品質証明書」を発行。 



Ⅳ．組織体制 



組織体制（システム） 

25 

現在稼働する基幹業務システムと連動した加盟工務店ごとの専用ページを開発。各加盟店が自社物件の進捗状況を
確認できることで、問合せ対応業務を減少させる。また、受注業務としてFAXやメールからの転記を減少させることで入
力ミスを無くし且つ省力化を図る。拡大する受注増にシステムの改善で対応する。 

システム開発によるオペレーションの改善 

住宅 

会社 

企業別 
専用画面 

・自社物件一覧 

・進捗状況管理 

・判定結果確認 

・証明書発行申請 

Sales Force 
JNET 

調査
会社 

地盤調査 

データ入力 
企業別調査 
報告用画面 

一次判定 
自動解析 

最終判定 

特許 

地盤ネット 
二次解析 

結果自動通知 

物件情報 

入力 

証明書発行 

地盤ネット 
地盤解析報告書作成 

＜クラウド＞ 



組織体制（ローコストオペレーション） 
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当社独自の業務管理システムにより、地盤解析業務を少人数でスムーズに行う効率的なクラウドコンピューティングシス
テムを構築。少ない従業員数でも今後の受注増に万全の対応が可能。 

煩雑な業務処理をローコストで実現 

「地盤基礎仕様判定プログラム」 特許出願中 

受注入力 

証明書発行 

入力作業 

調査 解析 証明書発行 受注 

地盤調査報告書 地盤解析報告書 

品質証明書 

地盤セカンドオピニオン 

判定書 

ベトナム企業 
（外部委託） 

事務センター 
（北海道支社） 

JNET 



市場拡大と事業領域拡大の双方を目指す。 
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地盤セカンドオピニオン 
判定マップ 

地盤インスペクター 

地盤安心住宅システム 

地盤液状化 
スクリーニング 

グラウンド・プロ 

住生活における 
グローバル企業へ 

事業領域の拡大 

市
場
の
拡
大 

地盤セカンドオピニオン 

②国内から海外への展開 

①
住
生
活
全
般
へ
の
展
開
 



住宅セカンドオピニオンSM とは① 
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施主 住宅会社 

住宅セカンドオピニオンSM 

 住宅地盤業界は、地盤に関する専門的な知識が乏しい消費者側と、知

識・経験が豊富な地盤会社側との間に生じていた情報格差により、消費者

側に不利益が出やすい構造となっていますが、当社はこの情報格差を解消

するため「地盤セカンドオピニオン®」サービスを展開してきました。 

 このような情報格差は、地盤に限ったことではなく建物全体に及びます。今

後は、住宅全般に亘り、消費者（生活者）と供給者の情報格差を埋める役割

を担う「住生活エージェント」として、消費者目線の優良な住宅会社と家を建

てたい消費者を結びつけるサービスへと展開していく予定です。 



国内から海外への展開① 
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東南アジア市場の可能性 

拡大する 
東南アジア
市場 

1） 地震への関心        . 
地盤プレートが重なる地域である
ことから、日本同様に地震や津波
に対する関心が高い。 

地震への 
関心 

都市の 
地盤沈下 

 住宅地盤 
 需要 

伸びるマーケットの可能性と日本企業の優位性 

2） 都市の地震沈下       . 
都市化と共に、地下水の汲み上げ
による地盤沈下の恐れがあり、住
環境への意識が高まっている。 

3） 住宅地盤需要        . 
大型物件に対する地盤改良工事が
浸透してきており、今後は小規模
の住宅地盤へ需要が拡がる。 



国内から海外への展開② 
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地震への 
関心 

地震への関心         
地盤プレートが重なる地域であることから、日本同様に地震や津波に対する関心
が高い。 

※マグニチュード 

出所（独）産業技術総合研究所 
       地質調査総合センター 


